
市町村の入所選考基準の例（K市）  

別表2 同一ランク内での選考指数表  別表1保育所入所選考基準  
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／し  

壱  
朋朋．銅牒  
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ど 重度の心身障害   
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諸 姉所の付軋、を含む〉   A－一（  

時間は碍く 
災害   災害の状況、復旧に要する時間寄を婁に居宅外労働の時間を隼用  A′－⊂  

享る 
7   邁字   卒業後絨芳を目的とし、職掌訓繰較や大字等へ連字する鞘合、通   

A～D  

労働の基準を逆用する  
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別表3 同ランク同一指数となった場合の間整項目喪  

項  目  
申込み時において保育料を滞納していない世帯  

、
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■
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■
■
 
 
■
 
 

保護者の一方が長期不在（単身赴任、海外勤務、入院等：・の世帯 ※確認てきる吾妻貞等が必要です 

児番を認可外保育施設等に預けている期間の長い世帯  

就労実績＝∃数・時間うと連動した収入実績がある世帯  

所得の低い世帯  
（備考トランウは、AB⊂DEのl榊こ入所の哺位か蒜いものとしぎす  

・保沌老の中てランクか異なる塀合は、州別立の低いランクを適用します  
児季相談所等関係機関の意見に基づき、保育の実施が望ましいと認められる世帯  
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保育所利用の仕組み  

対象及び手続き  

2
 
 

■
■
－
－
■
■
－
－
－
－
一
－
■
■
－
■
■
－
－
■
■
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
1
－
－
－
－
－
－
－
－
－
1
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
 

J
r
」
 
 
 

対象：0歳から就学前の保育に欠ける児童  

【認可保育所】＜認可は都道府県等が行う＞   

○保育時間：原則8時間   

○児童福祉施設最低基準の遵守   

○通常保育以外に延長保育、休日保育、夜間保育等   

を行う保育所もある。   
O「保育所保育指針」に基づき、児童の発達に応じた   
保育を提供  

保育の実施  

【利用者】   

希望の保育所の申込  

保育料の支払  

公立で実施又は民間委託  

保育費用（運営費）の支払  

【市町村】＜保育の実施責任あり＞   

O「保育に欠ける」という要件の認定を行う。   

○希望が保育所の入所受入れ枠を上回る場合   

には、公平な方法で選考。  



保育サービスに係る責用徴収基準額（平成20年度版）  

15．1万円   8．9万円   4．3万円   3．7万円   

第1階層   
生活保護法による被保護世帯  

（単給世帯を含む）  
0円  0円   

第2階層  第1階層及び第  市町村民税  

非課税世帯   
9，000円  6，000円   

4～第7階層を  

除き、前年度分  

の市町村民税の  
区分が次の区分  

市町村民税  
課税世帯   19，500円  16，500円   

に該当する世帯  

第4階層   40，000円未満   30，000円  27，000円   

第1階層を除き、  40，000円以上  
前年分の所得税  44，500円  41，500円   

課税世帯であっ  

て、その所得税  

の区分が次の区  
分に該当する世  61，000円  58，000円   

・出・ 干F  

第7階層  413，000円以上   80，000円  77，000円   

※ 保育単価は平成20年度の定員90人、その他地域区分。  

※ 上記の費用徴収基準額より、各地域区分ごとの保育単価が下回る場合は、その保育単価を限度とする。  
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保育の質を支える仕組み  

児童福祉施設最低基準  

（職員配置、施設設備等）  
○保育士の配置基準  

0歳児   1・2歳児   3歳児   4・5歳児   

1：3   1：6   1：20   1：30   

保育環境  

○嘱託医、調理員の配置  

○乳児室、保育室、屋外遊戯場、調理室の設置  

保育士資格  

（指定保育士養成施設（2年以上）の卒業又は国家試験合格）  

保育所保育指針（本年3月に告示化の予定）  

（保育の目標、ねらい・内容、保育計画、健康・安全等）  保育内容  

都道府県による監査  

第三者評価（保育内容・方法、保育所の運営管理等）  
監査、評価  

14   



保育所の現状と保育の質について  

保育所（法人）が実施している事業  

0  10  20  30  40  50  

最近の保育所利用者の家庭状況の傾向  

（主なもの）  

・ひとり親家庭の増加  

・育児能力の低下（育て方がわからない、  
子どもの言いなり、子育てが保育所まか  
せ）  

・生活リズムの乱れ（親中心の生活、夜  
型の生活、朝食抜き）  

一時保育  

休日保育  

夜間保育  

障害児保育  

地域子育て支援センター  

送迎保育ステーション  

学童保育  

ファミリーサポートセンター  

」、r  

保育士の資質向上に必要だと感じていること（主なもの）  （参考）短時所数  
（資料：地域児童福祉事業等調査（厚生労働省））  

人間性の向上、自己研錯   

専門職としての知識、技能の向上  

第三者評価を活用した保育内容の理解  

研修システムの確立  

短時間勤務保育士等も含めた研修参加  

保育士養成課程の充実  
15   （資料）全国保育士会委員意識調査結果（平成16年3月全国保育士会）  



保育所保育士の養成、研修等の現状  

保育士養成  職員の資質向上  

○職員：知識技能の修得、維持向上の努力義務  

○施設：研修の機会の確保義務  

保育所内での研修のほか、保育団体、地方公共  

団体主催の研修会に参加  

○指定保育士養成施設（544か所）   

（大学、短大、専修学校等での所定の  
課程（2年以上）の履修）  

又は  

○保育士試験（都道府県が実施）に合格  

保育所勤務の保育士数（常勤換算）  

資格取得者 約49，000人（年間）  
313，799人（うち非常勤30，703人）  

社会福祉施設等調査（H18年）  

保育士養成課程（概要）  

○保育の本質・目的（社会福祉、社会福祉援助技術、児童福祉、保育原理、養護原理、教育原理）  

○保育の対象（発達心理学、教育心理学、小児保健、小児栄養、精神保健、家族援助論）  
○保育の内容・方法（保育内容、乳児保育、障害児保育、養護内容）  

○基礎技能 ○保育実習  ○総合演習  計68単位以上  
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29＿7  
2‾7－8  

115＿1  

望ましい保育士養成年限について  四年間養成課程資格へのステップアップについて  
■1．8  

10DO℃  

80dロ  

60㌔  60㌔  

ロ仕組み必   
要，93．0  

40％  406℃  

20D□  20㌔  

D□□ L＋－1  
0㌔  

養成校  養成校  施設  

（資料）平成18・19年度厚生労働科学研究「保育士の養成に関する研究」（研究代表東洋英和女学院大学大嶋恭二氏）より7   



各職種の給与額、年齢、勤続年数  

区 分   
■きまって支給する現金給与  

年 齢   勤続年数   
額  

保育士   21．8万円   32．8歳   7．6年   

ホームヘルパー   20．2万円   43．6歳   4．4年   

看護師   31．8万円   36．2歳   7．1年   

幼稚園教諭   21．9万円   30．6歳   6．7年   

全産業平均   33．1万円   41．0歳   12．0年   

出典：平成18年賃金構造基本統計調査  

※職種別の調査であり、保育士については保育所に勤務している者だけではない  

※きまって支給する現金給与額は、6月分として支給された現金給与額で、所得税、社会保険料などを控   
除する前の額  
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延長保育実施状況【都道府県別（平成19年度）】  実施割合（％）  
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＊1実施割合は、延長保育実施保育所数（総数）に占める各都道府県の延長保育実施保育所数の割合である。（平成19年度交付決定ベース・公立保育所は含まない。）  

＊2 都道府県の実施割合は、その区域内の政令指定都市、中核市に係る実施割合を含んだものである。   
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＊1実施割合は、休日保育実施保育所数（総数）に占める各都道府県の休日保育実施保育所数の割合である。（平成19年度交付決定ベース）  

＊2 都道府県の実施割合は、その区域内の政令指定都市、中核市に係る実施割合を含んだものである。  
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実施割合（％）  

特定保育実施状況【都道府県別（平成19年度）】   
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県
 
 

静
岡
県
 
 

岐
阜
県
 
 

長
野
県
 
 

山
梨
県
 
 

福
井
県
 
 

石
川
県
 
 

富
山
県
 
 

新
潟
県
 
 

神
奈
川
県
 
 

東
京
都
 
 

千
葉
県
 
 

埼
玉
県
 
 

群
馬
県
 
 

栃
木
県
 
 

茨
城
県
 
 

福
島
県
 
 

山
形
県
 
 

秋
田
県
 
 

宮
城
県
 
 

岩
手
県
 
 

青
森
県
 
 

北
海
道
 
 

＊1実施割合は、特定保育実施保育所数（総数）に占める各都道府県の特定保育実施保育所数の割合である。（平成19年度交付決定ベース）  

＊2 都道府県の実施割合は、その区域内の政令指定都市、中核市に係る実施割合を含んだものである。  
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